
て快適に学べる教育・学習環境をつくるため「学校施設個別施設計画」を策定します。
  ・信頼される学校づくりを推進するため、教職員のモラールアップ研修等を積極的に実施します。教育委員会と各 　概ね、部の運営方針通りに目標を達成することができた。
  学校の連携を密にし、風通しの良い組織体制と職場環境整備に取り組みます。 ・施設、備品等教育機器の更新、修繕等を行うことでより良い学習環境
〇　地域に根ざした教育の充実 を整備することができた。防犯、防災の観点からの点検や改修も滞りな
　・郷土の歴史や文化に関する教育を充実させて郷土愛の育成を図ります。 く進めることができた。
　・学校評価、学校支援地域ボランティア活動、キャリア教育などを推進し、学校と家庭・地域が一体となった教 ・「学校施設個別施設計画」を策定した。今後は計画に基づき、市長部
  育と開かれた学校づくりを目指します。 局と財政面等を協議しながら進めていく。
〇　子どもの成長、自立への支援 ・小中一貫教育が６中学校区で全面実施となった。また、小中一貫教育
　・自立への支援を図るため、就学支援制度などの活用を推進します。 基本方針も改訂を行い、今後は共通カリキュラムの改定を行っていく。
　・いじめ防止対

様

策推進条例及びいじめ

式

防止対策基本方針に基

第

づき、いじめを人権侵

１

害と認識し未然防止に

号

取り組み ・各校で取組

部

んでいる不登校、長欠

の

対応適応教室の充実、

運

及び教育研究
  ます

営

。また、関係機関とも

方

連携して取り組み、健

針

全に子どもが成長でき

・

るよう引き続き支援し

課

ていきます。 所の様々

の

な取組みの効果が出始

目

めている。また、ヤン

標

グ手賀沼を２０番
  

設

・不登校の改善を目的

定

としているヤング手賀

書

沼は、施設のあり方及

(

び施設整備を含めて再

平

検討していきます。 目

成

の学校と考え、学習環

3

境を整えていく。

課コ

1

ード 01 課　名 総務課

年

課長名 森田　康宏

２．

度

課の目標（部の運営方

)

針を受けて課の取組方

部

針を記入） 部の運営方

コ

針に対する課の目標へ

ー

の取組結果

◎「総合教

ド

育会議」での協議・調

1

整事項等に関して、事

5

務局となる市長事務部

部

局の秘書広報課と連携

　

し、教育委員と 〇31

名

年度は総合教育会議を

教

3回開催し、東京20

育

20オリンピック・パ

総

ラリ
の意思疎通を図り

務

ながらスムーズな会議

部

運営が行えるよう対応

部

していきます。 ンピッ

長

ク、教育振興基本計画

名

、ヤング手賀沼などを

丸

協議調整事項として
◎

　

子どもたちが安全で安

智

心して快適な学校生活

彦

を送れるよう、改善を

１

図っていきます。　　

．

　　　　　　　 、意見

部

交換を行った。
・「我

の

孫子市公共施設等総合

運

管理計画」に基づき、

営

小中学校施設の長寿命

方

化を図るべく「学校施

針

設の個別施設計画」 〇

(

子ども達が安心して快

予

適な学校生活が送れる

算

よう、学校施設の改修

編

を
を策定します。 実施

成

した。
・局所的に高い

・

放射線量が測定された

実

箇所の除染対策（ホッ

施

トスポット対応）を行

計

います。 ・「我孫子市

画

学校施設個別施設計画

策

」の策定が完了した。

定

今後は本計画
・その他

方

老朽化等による学校施

針

設の不良箇所や包括委

な

託の現地調査による緊

ど

急性の高い修繕箇所に

を

対応し、教育・学 に基

踏

づき、計画的に学校施

ま

設の整備・改修を実施

え

していく。
習環境の整

て

備・充実を図ります。

、

・除染対策については

基

、高い放射線量を観測

本

した場所がなかったこ

計

とか
ら実施していない

画

。
・学校施設の老朽化

の

に伴う不良個所等につ

分

いては、計画的に行っ

野

ている
ものや緊急性が

別

あるものについて、整

計

備・修繕を実施した。

画

３．課の目標を達成す

や

る上での課題と対応（

重

人員の配置、組織のあ

点

り方など）

国の補助金

ﾌ

利用が難しい中での、

ﾟ

計画的な予算の確保。

ﾛ

４．原因分析・改善策

ｼ

（課長） （部長）
学校

ﾞ

施設の老朽化に伴い、

ｪ

修繕が必要な部分が多

ｸ

くなっていることから

ﾄ

、今後は我孫子市学校

、

施 　今年度策定した「

所

学校施設個別施設計画

管

」に基づき、市長部局

に

と協議しながら計画的

係

な遂行に
設個別施設計

る

画に基づき計画的に改

部

修を行っていく。 努め

の

ていく。

５．課の目標

運

を達成するために取り

営

組む事務事業

事務事業

方

名（個別事業） 重プ 施

針

策 指標 単位 現況値 目標

に

値 実績値 達成率(％)

対

評価該当 コード

1 小中

す

学校施設 の維持管理

る

重４ 52104 改善工

課

事・修繕実施校数 校 1

の

9 19 19 100 現状

目

2 教育長の秘書業務等

標

重無 00000 教育長

へ

の公務の適正執行率 ％

の

100 100 100 1

取

00 現状

3 小中学校施

組

設の放射能対策 重無 1

結

2201 除染工事完了

果

校数 校 0 0 0 0 現状

4

　

定例・臨時教育委員会

　

の運営 重無 00000

分

定例・臨時教育委員会

野

議の開催 ％ 100 10

別

0 100 100 現状

5

基

学校施設個別施設計画

本

の策定・推進 重４ 52

計

104 個別施設計画策

画

定 計画 1 1 1 100 現

の

状

6

7

8

9

10

目標を考慮して、部の目標を達成するための方針を記入)

〇　我孫子市教育大綱と我孫子市教育振興基本計画に基づいて教育行政を推進します。 　計画的な施設修繕や更新を行うことで、子ども達が安心して快適に学
〇　学校教育の充実（「豊かな心の育成」、「確かな学力の育成」、「健やかな体の育成」の推進を図り、『生き べる学習環境を整えることができた。また、台風等の自然災害後の修繕
  る力』の育成に努めます。） 等も、学校に大きな支障を与えることなく進めることができた。
  ・全市展開となる『小中一貫教育の推進』に努めます。各中学校区で作成したグランドデザインを達成すべく支援
  します。また、小中一貫教育基本方針に基づき作成した共通カリキュラムを、全中学校区で計画的に教育課程に
  組み込んで進められるよう支援します。
  ・幼保小連携については、「交流」と「カリキュラム」で連携を深めていきます。
  ・「主体的・対話的で深い学び」の視点で学力向上に努めます。
  ・市費で配置している外国語指導助手（ＡＬＴ）、ＩＣＴ教育支援員、理数教育支援員、学校司書、スクールサ
  ポート教員、学級支援員等の非常勤職員や臨時職員の効果的な活用と配置に努めます。
  ・教職員が、生き生きと健康でやりがいを持って子どもに向き合える環境となるように「我孫子市学校職員の働き
  方改革推進プラン」に基づき、取り組みます。
  ・Ｑ－Ｕ検査及びいじめアンケートを継続して実施し、学級経営を支援します。
  ・給食における地産地消の推進をはじめ食に関する教育の充実やスポーツに関する教育を通して体力の向上に努め
  ます。

部の運営方針に対する部全体の総合評価
  ・子ども達が安心し



します。
  ・給食における地産地消の推進をはじめ食に関する教育の充実やスポーツに関する教育を通して体力の向上に努め
  ます。

部の運営方針に対する部全体の総合評価
  ・子ども達が安心して快適に学べる教育・学習環境をつくるため「学校施設個別施設計画」を策定します。
  ・信頼される学校づくりを推進するため、教職員のモラールアップ研修等を積極的に実施します。教育委員会と各 　概ね、部の運営方針通りに目標を達成することができた。
  学校の連携を密にし、風通しの良い組織体制と職場環境整備に取り組みます。 ・施設、備品等教育機器の更新、修繕等を行うことでより良い学習環境
〇　地域に根ざした教育の充実 を整備することができた。防犯、防災の観点からの点検や改修も滞りな
　・郷土の歴史や文化に関する教育を充実させて郷土愛の育成を図ります。 く進めることができた。
　・学校評価、学校支援地域ボランティア活動、キャリア教育などを推進し、学校と家庭・地域が一体となった教 ・「学校施設個別施設計画」を策定した。今後は計画に基づき、市長部
  育と開かれた学校づくりを目指します。 局と財政面等を協議しながら進めていく。
〇　子どもの成長、自立への支援 ・小中一貫教育が６中学校区

様

で全面実施となった。

式

また、小中一貫教育
　

第

・自立への支援を図る

１

ため、就学支援制度な

号

どの活用を推進します

部

。 基本方針も改訂を行

の

い、今後は共通カリキ

運

ュラムの改定を行って

営

いく。
　・いじめ防止

方

対策推進条例及びいじ

針

め防止対策基本方針に

・

基づき、いじめを人権

課

侵害と認識し未然防止

の

に取り組み ・各校で取

目

組んでいる不登校、長

標

欠対応適応教室の充実

設

、及び教育研究
  ま

定

す。また、関係機関と

書

も連携して取り組み、

(

健全に子どもが成長で

平

きるよう引き続き支援

成

していきます。 所の様

3

々な取組みの効果が出

1

始めている。また、ヤ

年

ング手賀沼を２０番
 

度

 ・不登校の改善を目

)

的としているヤング手

部

賀沼は、施設のあり方

コ

及び施設整備を含めて

ー

再検討していきます。

ド

目の学校と考え、学習

1

環境を整えていく。

課

5

コード 02 課　名 学校

部

教育課 課長名 榊原　憲

　

樹

２．課の目標（部の

名

運営方針を受けて課の

教

取組方針を記入） 部の

育

運営方針に対する課の

総

目標への取組結果

・個

務

に応じたよりきめ細か

部

な学習指導ができるよ

部

うスクールサポート教

長

員等の配置を適正に行

名

います。 〇スクールサ

丸

ポート教員を必要な学

　

校に配置し、個に応じ

智

たよりきめ細
・健康な

彦

子どもを育むために学

１

校給食の充実を図りま

．

す。栄養教諭を中核と

部

した「食に関する指導

の

ハンドブック」の かな

運

学習指導をできるよう

営

にした。
活用を図ると

方

ともに、給食に「我孫

針

子産野菜の日」を設け

(

るなど地産地消の推進

予

、親子料理教室の開催

算

等を行います 〇健康な

編

子どもを育むために、

成

栄養教諭を中核とした

・

「食に関する指導
。 ハ

実

ンドブック」の活用を

施

進めた。また、給食に

計

「我孫子産野菜の日」

画

を
・児童が安全で安心

策

な学校生活が送れるよ

定

う小学校に安全管理員

方

を配置するとともに、

針

通学路の安全点検、保

な

護者及 設けるなど地産

ど

地消の推進したり、親

を

子料理教室を開催した

踏

りして、学
び地域住民

ま

への見守りの協力、学

え

校施設、設備、備品の

て

充実を図り教育環境を

、

整えます。 校給食の充

基

実を図ることができた

本

。
・学校評議員会議で

計

学校評価を実施するな

画

ど、地域に開かれた学

の

校づくりを一層推進し

分

ます。 〇児童が安全で

野

安心な学校生活が送れ

別

るよう小学校に安全管

計

理員を配置
・平成30

画

年度に策定した「我孫

や

子市立小中学校職員の

重

働き方改革推進プラン

点

」を学校職員、保護者

ﾌ

、地域住民へ周知 をし

ﾟ

ました。また、通学路

ﾛ

の安全点検、保護者及

ｼ

び地域住民への見守り

ﾞ

するとともに、改革内

ｪ

容を各学校が実践でき

ｸ

るよう指導支援を継続

ﾄ

していきます。また、

、

安全衛生委員会におい

所

て実 の協力、学校施設

管

や設備、備品の充実等

に

、安全な教育環境を整

係

えること
践を振り返り

る

ＰＤＣＡサイクルで改

部

善していきます。 がで

の

きた。児童生徒の交通

運

事故による死亡等重大

営

な事故は発生しなかっ

方

た。
〇学校評議員会議

針

を活用したり、学校評

に

価を反映させたりしな

対

がら、地
域に開かれた

す

学校づくりを推進する

る

ことができた。
〇平成

課

30年度に策定した「

の

我孫子市立小中学校職

目

員の働き方改革推進プ

標

ラン」を学校職員や保

へ

護者、地域住民へ周知

の

し、改革内容を各学校

取

が実
践できるよう支援

組

を行った。また、自動

結

音声対応の導入により

果

、始業前
や放課後等、

　

勤務時間外に電話対応

　

する時間が確実に減り

分

、業務改善に
つながっ

野

た。学校評価の結果か

別

ら、不満をもっている

基

保護者の割合は小
さい

本

。今後も、市が進める

計

業務改善と各学校で進

画

める業務改善と意識改

の

革により、一層の働き

目

方改革を推進する必要

標

がある。

３．課の目標

を

を達成する上での課題

考

と対応（人員の配置、

慮

組織のあり方など）

課

し

内の管理、学務、学校

て

給食、学校保健担当が

、

それぞれの事業を受け

部

持っているが、繁忙期

の

には的確かつ迅速に処

目

理
を要するため、担当

標

間での協力、連携が極

を

めて重要である。

４．

達

原因分析・改善策

（課

成

長） （部長）
〇スクー

す

ルサポート教員の人材

る

確保と共に、臨時的任

た

用講師の人材確保が必

め

要である。 　・「学校

の

施設個別施設計画」に

方

基づき、今後の小中学

針

校のあり方を引き続き

を

検討していく。
〇健康

記

な子どもを育むために

入

給食の推進に、給食施

)

設や職員の配置等は大

〇

きな影響を与える。学

　

　・学校予算の適正な

我

執行に努めていく。
校

孫

施設個別施設計画にお

子

ける給食施設のあり方

市

について、研究を進め

教

る。

５．課の目標を達

育

成するために取り組む

大

事務事業

事務事業名（

綱

個別事業） 重プ 施策 指

と

標 単位 現況値 目標値 実

我

績値 達成率(％) 評価

孫

該当 コード

1 スクール

子

サポート教員の配置事

市

業 重無 52102 スク

教

ールサポート教員の配

育

置人数 人 6 7 6 85.

振

71 現状

2 小中学校配

興

置職員管理事業 重５ 5

基

2101 臨時職員配置

本

定数（臨時用務員１６

計

名、事務補佐員６名、

画

嘱託職 人 23 23 23

に

100 現状

3 教育扶助

基

（要保護・準要保護児

づ

童生徒就学援助）事業

い

重４ 52301 学校長

て

の請求に基づき支給。

教

% 100 100 100

育

100 現状

4 児童・生

行

徒・教職員健康診断事

政

業 重５ 52101 実施

を

者数/児童・生徒・教

推

職員健診対象者 ％ 96

進

99 96 96.97 現

し

状

5 我孫子市学校保健

ま

会運営 重５ 52101

す

生活習慣病予防検診実

。

施者/対象者 % 54 8

　

0 54 67.5 現状

6

計

日本スポーツ振興セン

画

ター災害共済給付・任

的

意保険給付事業 重５ 5

な

2101 災害共済申請

備

事務の減（申請件数）

品

件 974 800 833

購

96.04 現状

7 学校

入

給食備品管理事業 重５

や

52101 計画表に基

更

づく、備品の設置率 %

新

133 80 78 97.

等

5 現状

8 学校給食管理

を

運営事業 重５ 5210

行

1 安心・安全でおいし

う

い学校給食の実施率 ％

こ

100 100 94 94

と

現状

9 我孫子産米及び

で

我孫子産野菜の学校給

、

食の導入事業 重５ 52

子

101 我孫子産米・野

ど

菜が給食で使用されて

も

いることを知っている

達

児童 ％ 87 90 87.

が

8 97.56 現状

10

安

学校の環境衛生事業 重

心

４ 52104 基準値内

安

校/全１９校 ％ 100

全

100 100 100 現

な

状

学校
〇　学校教育の充実（「豊かな心の育成」、「確かな学力の育成」、「健やかな体の育成」の推進を図り、『生き 生活を送ることができた。
  る力』の育成に努めます。） 　今年度策定した「学校施設個別施設計画」の課題となっている、①児
  ・全市展開となる『小中一貫教育の推進』に努めます。各中学校区で作成したグランドデザインを達成すべく支援 童生徒数の減少地区での学校のあり方、②プール施設のあり方、③給食
  します。また、小中一貫教育基本方針に基づき作成した共通カリキュラムを、全中学校区で計画的に教育課程に 施設のあり方については、次年度に方向性を示したい。
  組み込んで進められるよう支援します。 　学校職員の働き方改革については、職員の意識変化がみられるので、
  ・幼保小連携については、「交流」と「カリキュラム」で連携を深めていきます。 引き続き学校と連携しながら進めていく。
  ・「主体的・対話的で深い学び」の視点で学力向上に努めます。
  ・市費で配置している外国語指導助手（ＡＬＴ）、ＩＣＴ教育支援員、理数教育支援員、学校司書、スクールサ
  ポート教員、学級支援員等の非常勤職員や臨時職員の効果的な活用と配置に努めます。
  ・教職員が、生き生きと健康でやりがいを持って子どもに向き合える環境となるように「我孫子市学校職員の働き
  方改革推進プラン」に基づき、取り組みます。
  ・Ｑ－Ｕ検査及びいじめアンケートを継続して実施し、学級経営を支援



理運営事業 重４ 52104 予算執行率 ％ 100 100 100 100 現状

12 小学校の安全管理員の配置 重４ 52104 未事故であった小学校 校 13 1

５

3 13 100 現状

．課

13 小中学校備品管

の

理事業 重４ 52104

目

予算執行率 % 100 1

標

00 100 100 現状

を達

14 学校評議員

成

制度の充実 重無 522

す

01 学校評議員による

る

学校評価及び改善への

た

学校の取組み状況。 ％

め

80 90 82 91.1

に

1 現状

取

15 小中

り

学校給食調理業務の民

組

間委託事業 重無 832

む

02 円滑な給食調理業

事

務の民間委託実施校数

務

校 18 18 18 100

事

現状

業

16 学級編

事

制及び学籍管理　　（

務

法令に基づく適切な事

事

務）事業 重４ 5210

業

4 適切な事務の遂行。

名

% 100 100 100

（

100 現状

個

17

別

学校給食施設設備整備

事

事業 重５ 52101 修

業

繕・工事の実施率 % 1

）

00 100 0 0 現状

重施 施策 指標 単位 現況値 目標値 実績値 達成率(％) 評価該当 コード

11 小中学校管



やりがいを持って子どもに向き合える環境となるように「我孫子市学校職員の働き 　した。幼保小の交流について継続的に進めてきたので、定着してき　
  方改革推進プラン」に基づき、取り組みます。 　た。
  ・Ｑ－Ｕ検査及びいじめアンケートを継続して実施し、学級経営を支援します。 ・学校支援地域本部事業の充実を図り、学校教育活動の支援をすること
  ・給食における地産地消の推進をはじめ食に関する教育の充実やスポーツに関する教育を通して体力の向上に努め 　ができた。
  ます。

部の運営方針に対する部全体の総合評価
  ・子ども達が安心して快適に学べる教育・学習環境をつくるため「学校施設個別施設計画」を策定します。
  ・信頼される学校づくりを推進するため、教職員のモラールアップ研修等を積極的に実施します。教育委員会と各 　概ね、部の運営方針通りに目標を達成することができた。
  学校の連携を密にし、風通しの良い組織体制と職場環境整備に取り組みます。 ・施設、備品等教育機器の更新、修繕等を行うことでより良い学習環境
〇　地域に根ざした教育の充実 を整備することができた。防犯、防災の観点からの点検や改修も滞りな
　・郷土の歴史や文化に関する教育を充実させて郷土愛の育成

様

を図ります。 く進める

式

ことができた。
　・学

第

校評価、学校支援地域

１

ボランティア活動、キ

号

ャリア教育などを推進

部

し、学校と家庭・地域

の

が一体となった教 ・「

運

学校施設個別施設計画

営

」を策定した。今後は

方

計画に基づき、市長部

針

  育と開かれた学校

・

づくりを目指します。

課

局と財政面等を協議し

の

ながら進めていく。
〇

目

　子どもの成長、自立

標

への支援 ・小中一貫教

設

育が６中学校区で全面

定

実施となった。また、

書

小中一貫教育
　・自立

(

への支援を図るため、

平

就学支援制度などの活

成

用を推進します。 基本

3

方針も改訂を行い、今

1

後は共通カリキュラム

年

の改定を行っていく。

度

　・いじめ防止対策推

)

進条例及びいじめ防止

部

対策基本方針に基づき

コ

、いじめを人権侵害と

ー

認識し未然防止に取り

ド

組み ・各校で取組んで

1

いる不登校、長欠対応

5

適応教室の充実、及び

部

教育研究
  ます。ま

　

た、関係機関とも連携

名

して取り組み、健全に

教

子どもが成長できるよ

育

う引き続き支援してい

総

きます。 所の様々な取

務

組みの効果が出始めて

部

いる。また、ヤング手

部

賀沼を２０番
  ・不

長

登校の改善を目的とし

名

ているヤング手賀沼は

丸

、施設のあり方及び施

　

設整備を含めて再検討

智

していきます。 目の学

彦

校と考え、学習環境を

１

整えていく。

課コード

．

03 課　名 指導課 課長

部

名 戸塚　美由紀

２．課

の

の目標（部の運営方針

運

を受けて課の取組方針

営

を記入） 部の運営方針

方

に対する課の目標への

針

取組結果

〇　子どもた

(

ちに学習指導要領の示

予

す「生きる力」を育む

算

ために、基礎的・基本

編

的な知識・技能を確実

成

に身につけさ ・「確か

・

な学力」「豊かな心」

実

「健やかな体」の育成

施

のため、教職員の
　せ

計

、思考力・判断力・表

画

現力などを育成する教

策

育を小中一貫教育の視

定

点を持ち推進していき

方

ます。 　資質能力向上

針

に向けた各種研修を実

な

施することができた。

ど

　・人生を拓く「確か

を

な学力」を育てるため

踏

に、教職員の資質能力

ま

向上に向けた各種研修

え

を充実させます。 ・全

て

国学力・学習状況調査

、

及び市独自の標準学力

基

テストの結果を分析　

本

　・言語活動の充実、

計

体験的活動の充実、道

画

徳教育の充実を図り、

の

豊かな心の育成、望ま

分

しい人間関係の育成を

野

図り 　し、実践の検証

別

を行うとともに、授業

計

改善にいかしていくよ

画

う周知し
　ます。 　た

や

。
　・全国学力・学習

重

状況調査及び市独自の

点

学力テストの結果を有

ﾌ

効に活用し、実践の検

ﾟ

証を行うとともに、指

ﾛ

導の評 ・情報活用能力

ｼ

の育成のため、ＩＣＴ

ﾞ

環境の整備を進めると

ｪ

ともに、イ
　価・改善

ｸ

を継続的に行います。

ﾄ

　ンターネットや携帯

、

端末を活用する上で重

所

要な情報モラル教育を

管

進　
　・健やかな体の

に

育成を目指し、教育活

係

動全体を通した体力の

る

向上推進を図るととも

部

に、食に関する教育に

の

努め、健 　め、情報化

運

社会に参画する態度の

営

育成を図った。また、

方

プログラミン
　康教育

針

を推進します。 　グ教

に

育の推進のため、カリ

対

キュラムを作成した。

す

　・ＩＣＴ（情報通信

る

技術）環境の整備を進

課

めるとともに、インタ

の

ーネットや携帯端末を

目

活用する上で重要な情

標

報モ ・子どもたちの発

へ

達段階に応じた、キャ

の

リア教育の全教育課程

取

での実施
　ラルの教育

組

を進め、情報化社会に

結

参画する態度の育成を

果

図ります。 　を推進す

　

るとともに、学校支援

　

地域本部など地域で学

分

校教育を支える
　・子

野

どもたちの発達段階に

別

応じたキャリア教育を

基

推進するとともに、学

本

校支援地域本部など地

計

域で学校教育を支え 　

画

仕組み作りを強化した

の

。
　る仕組み作りを支

目

援します。 ・小学校に

標

おける外国語教科化お

を

よび国際理解教育推進

考

のため、ＡＬＴ
　・小

慮

学校における外国語教

し

科化および国際理解教

て

育推進のため、ＡＬＴ

、

の配置とその効果的な

部

活用に努めます。 （外

の

国語指導助手）の配置

目

とその効果的な活用に

標

努めた。また、外国　

を

　・外国語・外国語活

達

動において小中学校の

成

円滑な接続ができるよ

す

うに、小学校教員、中

る

学校教員とＡＬＴ（外

た

国語 　語・外国語活動

め

の充実に向け、小中学

の

校教員とＡＬＴとの連

方

携、小学
　指導助手）

針

との連携を密にします

を

。 　校専科とＡＬＴと

記

の連携を強化し、小中

入

学校の円滑な接続がで

)

きるよ
　・全市展開と

〇

なる『小中一貫教育の

　

推進』に向けて、各中

我

学校区でどのような小

孫

中一貫教育に係る活動

子

が行われる 　うな授業

市

方法について検討を行

教

った。
　のかを一目で

育

分かるようにデザイン

大

化したグランドデザイ

綱

ンを基に、学校と保護

と

者、そして地域がお互

我

いに協働し ・小中一貫

孫

教育推進基本計画を踏

子

まえ、小中学校の実践

市

を支援し、小中
　合い

教

ながらそれぞれの中学

育

校区の特色を生かした

振

教育を展開していける

興

ように努めます。 　連

基

携交流活動を計画的に

本

実施した。また、小中

計

一貫教育推進のため、

画

　・いじめ防止対策推

に

進条例及び基本方針を

基

踏まえ、市としての防

づ

止施策の実施及び各学

い

校の防止具体策を支援

て

しま 　各学校の取り組

教

みを取材し、広報活動

育

を積極的に行った。
　

行

す。また、いじめ防止

政

対策委員会を年３回開

を

催し、専門的かつ客観

推

的な視点から、市及び

進

学校における課題およ

し

び ・いじめ防止対策推

ま

進条例及び基本方針を

す

踏まえ、いじめ防止対

。

策委員
　その防止策に

・

ついて検討し、その改

学

善に努めます。 　会を

習

年３回開催した。専門

指

的かつ客観的な視点か

導

ら、アンケートの分
　

要

・学校図書館の計画的

領

活用を通して、児童生

の

徒の主体的・対話的で

改

深い学びの実現に向け

訂

た授業改善に努めます

に

。 　析内容や、市及び

伴

学校の防止策を検証し

い

、今後の取組について

、

検討し
　また、児童生

小

徒の自主的・自発的な

中

学習活動や読書活動を

一

充実させるため、学校

貫

図書館利用に伴う学校

教

司書の効果 　た。
　的

育

配置及び活用に向けた

基

取組を段階的に進めま

本

す。 ・学校図書館の計

方

画的活用を通して、児

針

童生徒の主体的・対話

の

的で深い
　学びの実現

見

に向けた授業改善に努

直

めた。また、児童生徒

し

の自主的・自
　発的な

を

学習活動や読書活動を

行

充実させるため、学校

い

図書館利用に伴う
　学

、

校司書の効果的配置及

〇

び活用について研修会

　

を実施し検証した。

３

学

．課の目標を達成する

校

上での課題と対応（人

教

員の配置、組織のあり

育

方など）

・外国語・外

の

国語活動の充実のため

充

、ＡＬＴの増員及び指

実

導方法に関する研修が

（

必要です。
・いじめの

「

防止及び発生事案に対

豊

する対応を適切に行う

か

ために、きめ細かな学

な

校への支援が必要です

心

。
・学校図書館環境の

の

充実を図るため、学校

育

司書の日常的配置とそ

成

の効果について検証す

」

る必要があります。
・

、

学校支援地域本部事業

「

推進のために、組織と

確

連絡会議の充実が必要

か

です。

４．原因分析・

な

改善策

（課長） （部長

学

）
・学習指導要領の改

力

訂に伴い、小中一貫教

の

育カリキュラムの改訂

育

を行う。 　各中学校区

成

で作成したグランドデ

」

ザインにそって、今年

、

度、小中一貫教育の全

「

市展開をした。
・小中

健

一貫教育の推進や学力

や

向上に向けて、ＡＬＴ

か

やＩＣＴ教育支援員や

な

学校司書の効果的配置

体

また学習指導要領の改

の

訂に伴い、基本方針の

育

改訂を行った。来年度

成

は、カリキュラム改訂

」

をすす
　や活用につい

の

て、引き続き検証する

推

。 め、更なる学校支援

進

を続けていきたい。
・

を

「主体的・対話的で深

図

い学び」の授業が実践

り

できるよう、教職員の

、

更なる資質向上を目指

『

す。 　小学校新学習指

生

導要領の完全実施とな

き

り、小学校英語が教科

　

化したので、引き続き

改

ALTの増員
・いじめ

訂

の未然防止や早期発見

し

に向けて、アンケート

た

や学校の取組について

。

、引き続き検証す　 要

今

望をしていく。
　る。

年

　

５．課の目標を達成

度

するために取り組む事

よ

務事業

事務事業名（個

り

別事業） 重プ 施策 指標

小

単位 現況値 目標値 実績

中

値 達成率(％) 評価該

一

当 コード

1 キャリア教

貫

育の推進 重無 5220

教

1 「Abi-キャリア

育

」を自校の教育課程（

が

年間指導計画)に明示

全

した 校 6 10 3 30 現

市

状

2 国際理解教育の推

展

進 重無 43102 ＡＬ

開

Ｔの年間のべ勤務日数

と

日 2,592 2,80

な

8 2,592 92.3

り

1 現状

3 学校支援事業

、

の充実 重無 52201

グ

学校への支援ボランテ

ラ

ィアに参加したのべ人

ン

数 人 42,062 45

ド

,000 44,592

デ

99.09 現状

4 学力

ザ

向上研修 重無 5210

 

2 標準学力調査結果の

 

活用法研修会を授業改

る

善に活かせたか（アン

力

％ 62.3 70 75 1

』

07.14 現状

5 小中

の

学校への要請訪問指導

育

重無 52102 要請訪

成

問の延べ人数 人 132

に

80 148 185 現状

努

6 小中学校体育・文化

め

活動事業 重５ 5210

ま

1 市内の体育活動や小

す

中体育連盟等の活動費

。

助成割合 ％ 100 10

）

0 100 100 現状

7

　

我孫子市学校教育施策

イ

の策定、編集 重無 52

ン

102 関係者への配付

に

率 % 100 100 10

沿

0 100 現状

8 教職員

っ

資質向上研修 重無 52

て

102 「教職員は、校

各

内外の研修や研究会に

中

参加し、その成果を教

区

育活 % 90 90 98 1

ご

08.89 現状

9 少年

と

センター業務 重４ 52

に

302 触法少年への積

児

極的な声かけ活動の展

童

開で安全な暮らしを確

生

保す 人 750 800 8

徒

61 107.63 現状

の

10 小中学校コンピュ

実

ータ教育の推進 重無 5

態

2102 教育用コンピ

及

ュータ１台あたりの児

び

童生徒数 人 9.94 9

地

.88 9.59 103

域

.02 現状

の実情に合った特
  ・全市展開となる『小中一貫教育の推進』に努めます。各中学校区で作成したグランドデザインを達成すべく支援 　色ある教育を進めた。
  します。また、小中一貫教育基本方針に基づき作成した共通カリキュラムを、全中学校区で計画的に教育課程に ・ＩＣＴ教育の充実のために、全中学校区にタブレット型端末及びＩＣ
  組み込んで進められるよう支援します。 　Ｔ教育支援員を配置することができた。
  ・幼保小連携については、「交流」と「カリキュラム」で連携を深めていきます。 ・いじめアンケートやＱ－Ｕ検査の結果を活用し、いじめの早期発見・
  ・「主体的・対話的で深い学び」の視点で学力向上に努めます。 　早期対応に取り組んだ。いじめ担当嘱託職員がいることで学校との連
  ・市費で配置している外国語指導助手（ＡＬＴ）、ＩＣＴ教育支援員、理数教育支援員、学校司書、スクールサ 　携が一層密となり、素早く対応することができた。
  ポート教員、学級支援員等の非常勤職員や臨時職員の効果的な活用と配置に努めます。 ・幼保小連携・接続カリキュラムを学習指導要領の内容に合わせて改訂
  ・教職員が、生き生きと健康で



重無 52202 未実施年 数 0 0 0 0 現状

12 ふるさとカリキュラムの実施 重無 52202 自校の教育課程に「Abi-ふるさと」を位置づけた学校数

５

の割合 ％ 97.7 10

．

0 100 100 現状

課の

13 学級経営の支

目

援 重無 52102 Ｑ－

標

Ｕ検査の結果や今後の

を

学級経営について複数

達

で検討した学級 ％ 10

成

0 100 100 100

す

現状

る

14 幼保小

た

連携 重５ 52101 「

め

我孫子市幼保小連携・

に

接続カリキュラム」を

取

基にテーマを設定 地区

り

0 5 5 100 現状

組む

15 小中一貫教育の

事

推進 重４ 52103 A

務

bi☆小中一貫カリキ

事

ュラム授業の実施 回 0

業

38 38 100 現状

事務

16 いじめ防止対

事

策事業 重４ 52302

業

我孫子市いじめ防止等

名

に関する施策の実施 回

（

0 8 8 100 現状

個別

17 学校図書館活用

事

の推進 重無 52102

業

全ての学年において、

）

授業者が学校図書館や

重

市民図書館の図書を 校

施

0 4 18 450 現状

施策 指標 単位 現況値 目標値 実績値 達成率(％) 評価該当 コード

11 子ども議会



と健康でやりがいを持って子どもに向き合える環境となるように「我孫子市学校職員の働き
  方改革推進プラン」に基づき、取り組みます。
  ・Ｑ－Ｕ検査及びいじめアンケートを継続して実施し、学級経営を支援します。
  ・給食における地産地消の推進をはじめ食に関する教育の充実やスポーツに関する教育を通して体力の向上に努め
  ます。

部の運営方針に対する部全体の総合評価
  ・子ども達が安心して快適に学べる教育・学習環境をつくるため「学校施設個別施設計画」を策定します。
  ・信頼される学校づくりを推進するため、教職員のモラールアップ研修等を積極的に実施します。教育委員会と各 　概ね、部の運営方針通りに目標を達成することができた。
  学校の連携を密にし、風通しの良い組織体制と職場環境整備に取り組みます。 ・施設、備品等教育機器の更新、修繕等を行うことでより良い学習環境
〇　地域に根ざした教育の充実 を整備することができた。防犯、防災の観点からの点検や改修も滞りな
　・郷土の歴史や文化に関する教育を充実させて郷土愛の育成を図ります。 く進めることができた。
　・学校評価、学校支援地域ボランティア活動、キャリア教育などを推進し、学校と家庭・地域が一体となった教 ・

様

「学校施設個別施設計

式

画」を策定した。今後

第

は計画に基づき、市長

１

部
  育と開かれた学

号

校づくりを目指します

部

。 局と財政面等を協議

の

しながら進めていく。

運

〇　子どもの成長、自

営

立への支援 ・小中一貫

方

教育が６中学校区で全

針

面実施となった。また

・

、小中一貫教育
　・自

課

立への支援を図るため

の

、就学支援制度などの

目

活用を推進します。 基

標

本方針も改訂を行い、

設

今後は共通カリキュラ

定

ムの改定を行っていく

書

。
　・いじめ防止対策

(

推進条例及びいじめ防

平

止対策基本方針に基づ

成

き、いじめを人権侵害

3

と認識し未然防止に取

1

り組み ・各校で取組ん

年

でいる不登校、長欠対

度

応適応教室の充実、及

)

び教育研究
  ます。

部

また、関係機関とも連

コ

携して取り組み、健全

ー

に子どもが成長できる

ド

よう引き続き支援して

1

いきます。 所の様々な

5

取組みの効果が出始め

部

ている。また、ヤング

　

手賀沼を２０番
  ・

名

不登校の改善を目的と

教

しているヤング手賀沼

育

は、施設のあり方及び

総

施設整備を含めて再検

務

討していきます。 目の

部

学校と考え、学習環境

部

を整えていく。

課コー

長

ド 04 課　名 教育研究

名

所 課長名 遠藤　美香

２

丸

．課の目標（部の運営

　

方針を受けて課の取組

智

方針を記入） 部の運営

彦

方針に対する課の目標

１

への取組結果

１．特別

．

支援教育を充実させ、

部

発達障がいを含めた障

の

がいのある児童生徒一

運

人一人の教育的ニーズ

営

に対応する教育を １、

方

特別支援教育の推進
進

針

めていきます。 （１）

(

特別支援教育コーディ

予

ネーターの質の向上が

算

図れるように、学校
（

編

１）教育研究所アドバ

成

イザー事業等を通して

・

、児童生徒の支援の充

実

実及び特別支援教育コ

施

ーディネーターを核に

計

し の状況に合わせた支

画

援をすることができた

策

。
た校内委員会の機能

定

充実と強化に努めます

方

。 （２）平成３０年度

針

に改定した個別の教育

な

支援計画が活用される

ど

ように
（２）児童生徒

を

への指導・支援が適切

踏

かつ効果的に行われる

ま

よう、学級支援員の適

え

正な配置と確認を行う

て

とともに、 、巡回事業

、

で確認し、指導するこ

基

とができた。
個別の教

本

育支援計画・指導計画

計

の作成と活用の充実を

画

図ります。 （３）令和

の

２年度から、我孫子市

分

の特別支援教育につい

野

て検討する専門
（３）

別

児童生徒の将来も見据

計

えた切れ目ない支援に

画

向けて、関係機関との

や

連携を図ります。 家チ

重

ームを立ち上げる準備

点

をすることができた。

ﾌ

２．不登校の予防・解

ﾟ

消が図られるよう、学

ﾛ

校との協力体制を強化

ｼ

して、児童生徒及び保

ﾞ

護者を支援していきま

ｪ

す。 ２、長欠児童生徒

ｸ

対策事業の推進
（１）

ﾄ

心の教室相談員（在宅

、

訪問指導員）や我孫子

所

市適応指導教室「ヤン

管

グ手賀沼」、教育研究

に

所等の関係機関と学 （

係

１）教育研究所が中心

る

となって、心の教室相

部

談員や各関係機関と連

の

携
校との連携を密にし

運

、支援体制を強化して

営

学校教育を支えていき

方

ます。 し、学校支援体

針

制を推進することがで

に

きた。
（２）長欠対策

対

連絡協議会を充実させ

す

、学校と関係機関との

る

連携とともに、小・中

課

学校間の接続を円滑に

の

して、連携 （２）適応

目

指導教室「ヤング手賀

標

沼」の通級申請が多く

へ

出され、ヤング
をさら

の

に強化します。 に通級

取

する児童生徒が増加し

組

た。特に小学生の通級

結

者が増加した。
（３）

果

適応指導教室「ヤング

　

手賀沼」は、３０年度

　

に実施した耐震診断に

分

より安全性が確認され

野

たため、今後施設の ３

別

、副読本の編成と教科

基

書配布
あり方及び施設

本

整備についてさらに検

計

討を進めます。 （１）

画

「わたしたちの我孫子

の

」「ふるさと手賀沼」

目

の改定に向けて編集
３

標

．地域学習の充実を図

を

るため、社会科副読本

考

「わたしたちの我孫子

慮

」及び学習図鑑「ふる

し

さと手賀沼」の次回改

て

訂 会議を経過どおり実

、

施した。令和２年度の

部

小学校教科書改定に向

の

けての
に向けた編集作

目

業を進めます。 作業を

標

実施した。
４. 「小

を

中学生のためのいじめ

達

・悩み相談ホットライ

成

ン」を継続し、引き続

す

き関係機関と連携しな

る

がら、いじめの早 ４、

た

「小中学生のためのい

め

じめ・悩み相談ホット

の

ライン」については、

方

期発見・早期対応に努

針

めるとともに、児童生

を

徒の困り感の軽減や解

記

消に努めます。 相談件

入

数が減少した。時代に

)

合わせた相談方法を検

〇

討する必要がある。

３

　

．課の目標を達成する

我

上での課題と対応（人

孫

員の配置、組織のあり

子

方など）

１．相談事業

市

やアドバイザー事業の

教

推進と充実のために、

育

学校とのさらなる連携

大

が必要である。
２．児

綱

童生徒個々の教育的ニ

と

ーズに対応した支援を

我

充実させるために、学

孫

級支援員の増員と適正

子

配置が必要である。
３

市

．不登校のさらなる解

教

消を図るために、関係

育

機関と学校との密接な

振

連携や小中学校間の接

興

続を円滑にする取組み

基

、
家庭支援を組織的に

本

行うことが必要である

計

。
４．２０２０年度の

画

ヤング手賀沼大型改修

に

に向けて、検討を進め

基

ていく必要がある。

４

づ

．原因分析・改善策

（

い

課長） （部長）
特別支

て

援教育の推進について

教

は、専門家チームと事

育

業を検討しながら、個

行

別の指導計画を改定す

政

　不登校児童生徒数が

を

増加傾向にあることを

推

懸念している。若年層

進

教員の多い学校現場で

し

あるの
る。長欠児童生

ま

徒対策事業については

す

、小中学教職員と協力

。

しながらさらなる不登

　

校の解消に努 で、今後

長

、一層の組織的対応が

欠

必要と感じている。校

児

長会、教頭会で伝えて

童

いく。
める。不登校の

生

サインを見逃さず、そ

徒

のサインを見つけた時

対

の初期対応について検

策

証しなければ 　ヤング

事

手賀沼に通う子ども達

業

が、学校と同じような

の

学習環境となるように

一

努めていく。
ならない

つ

。また、ヤング手賀沼

で

の個別施設計画策定に

あ

当たり、事業の見直し

る

をし、人員について
検

、

討する。教育・発達相

適

談については、相談員

応

の質の向上を今まで以

指

上に行い、保護者や本

導

人の
相談ニーズに的確

教

に答えられるようにす

室

る。切れ目のない支援

「

体制を、療育・教育シ

ヤ

ステムの構
築を関係機

ン

関で推進する。特に就

グ

学相談、教育支援委員

手

会の実施方法を改善す

賀

る。

５．課の目標を達

沼

成するために取り組む

」

事務事業

事務事業名（

〇

個別事業） 重プ 施策 指

　

標 単位 現況値 目標値 実

学

績値 達成率(％) 評価

校

該当 コード

1 発達障害

教

のある児童・生徒の就

育

学指導 重４ 52301

の

相談人数・審議人数 %

充

100 100 100 1

実

00 現状

2 小中学校教

（

師用教科書及び指導書

「

の配付 重無 52102

豊

配布対象に対する教師

か

用教科書、指導書配付

な

率 % 100 100 10

心

0 100 現状

3 教職員

の

研究論文集の発行 重無

育

52102 論文内容の

成

充実度 % 90 100 1

」

00 100 現状

4 スー

、

パーバイザー派遣事業

「

重４ 52301 指導・

確

助言が役に立った率・

か

満足度（派遣校にアン

な

ケートを実施 % 90 1

学

00 100 100 結合

力

5 学級支援員派遣事業

の

重４ 52301 対象児

育

童生徒への配置率 % 1

成

00 100 100 10

」

0 現状

6 教育研究所巡

、

回事業 重４ 52301

「

「個別の教育支援計画

健

・個別の指導計画」作

や

成率 % 95 100 10

か

0 100 現状

7 特別支

な

援教育に関する研修会

体

重４ 52301 受講者

の

の理解度及び満足度（

育

受講者へのアンケート

成

による） % 85 100

」

87 87 拡充

8 教育研

の

究所アドバイザー事業

推

重４ 52301 アドバ

進

イザーの支援が役に立

を

った率・満足度（全校

図

にアンケート ％ 80 1

り

00 92 92 結合

9 就

、

学相談事業 重４ 523

『

01 就学相談で助言し

生

た就学先と保護者が選

き

択した就学先の一致率

の

％ 79.5 80 82.

運

6 103.25 現状

1

営

0 長欠対策事業 重４ 5

に

2301 受理した相談

つ

の解消率 ％ 60 70 6

い

5 92.86 現状

て、「学校や家庭以外で安心できる居場所づくりをする」
  る力』の育成に努めます。） 「集団活動を通して自立心、社会への適応能力を養う」を目標に事業を
  ・全市展開となる『小中一貫教育の推進』に努めます。各中学校区で作成したグランドデザインを達成すべく支援 推進した。
  します。また、小中一貫教育基本方針に基づき作成した共通カリキュラムを、全中学校区で計画的に教育課程に 　特に、めざす児童生徒像を「自分の気持ちを表現する」「様々な活動
  組み込んで進められるよう支援します。 に積極的に参加し、楽しむことができる」「目標を持ち、それを達成す
  ・幼保小連携については、「交流」と「カリキュラム」で連携を深めていきます。 るために行動ができる」とし、学習活動、体験活動、教育相談を実施し
  ・「主体的・対話的で深い学び」の視点で学力向上に努めます。 、「ヤング手賀沼」に通級することで不登校の改善を図れた。また、児
  ・市費で配置している外国語指導助手（ＡＬＴ）、ＩＣＴ教育支援員、理数教育支援員、学校司書、スクールサ 童生徒の身体に合った机と椅子を、市内小中学校の協力を得て、揃える
  ポート教員、学級支援員等の非常勤職員や臨時職員の効果的な活用と配置に努めます。 ことができ、学習環境を整えることもできた。
  ・教職員が、生き生き



発達相談事業 重４ 52301 継続ケースの保護者にアンケートを実施し，相談の満足度をはか ％ 98 100 90 90 現状

12 適応指導教室「ヤング手

５

賀沼」の運営 重４ 52

．

301 ヤング手賀沼に

課

通級している児童生徒

の

の出席率 % 53 60 3

目

0 50 見直し

標

1

を

3 副読本(社会科副読

達

本「わたしたちの我孫

成

子」)の改訂 重無 52

す

202 内容を検討し指

る

導計画及び評価問題を

た

改訂した割合 % 80 1

め

00 100 100 現状

に取

14 副読本（学

り

習図鑑「ふるさと手賀

組

沼」）の改訂 重無 52

む

202 当該年度の第８

事

版編集作業計画のうち

務

実施した割合 % 80 1

事

00 100 100 現状

業

事

15 小中学生の

務

ためのいじめ・悩み相

事

談ホットライン 重４ 5

業

2302 児童生徒の相

名

談件数 件 40 50 27

（

54 現状

個別事業） 重施 施策 指標 単位 現況値 目標値 実績値 達成率(％) 評価該当 コード

11 教育相談・


